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令和７年度事業報告 
 

 令和７年度は、三公社の総務事務の集中処理や、職員の資質向上を目的とした各種

研修会を開催したほか、センター・三公社一体化の取組、本社事務所の移転に係る事

務等を行った。 

また、地方公共団体の行政運営の効率化を支援するため、県・市町への事業概要説

明など積極的な営業活動を行い、インフラ技術支援担当は、県、浜松市、湖西市、裾

野市から受注した６千２百万円余の公共工事発注関係の技術支援業務を実施したほ

か、用地担当は、袋井市、川根本町及び長泉町から受託した地籍調査支援業務を実施

した。 

 主な事業実績は下記のとおりである。 

 

１ 総務担当関連業務（総務事務の集中処理事業） 

(1) 静岡県土地開発公社、静岡県道路公社及び静岡県住宅供給公社の役職員の給与

旅費の支給に係る事務、職員・嘱託員の採用事務、入札事務等の集中処理 

(2) ＤＸ、ＡＩ、コンプライアンス、電子文書管理等に関する各種研修会の開催 

(3) 財務・ＤＸ、広報・ＣＳＲなど５つのタスクフォースによるセンター・三公社 

一体化の取組の実施 

(4) 本社事務所の移転に係る事務 

２ 用地担当関連業務 

地籍調査の認証に向けた再調査及び申請書作成の支援業務を実施・完了 

契約先 地区等 支援内容 

袋井市 友永地区 不突合調査支援 

川根本町 水川地区 認証遅延地区解消支援 

長泉町 竹原地区 認証遅延地区解消支援 

 

３ インフラ技術支援担当関連業務 
  次の工事又は業務について、公共工事発注関係の技術支援業務を実施・完了 

契約先 支援対象 支援内容 
静岡県(企業局を含む) 二級河川馬込川河川改良工事等（９件） 積算・監督・発注者支援等 

浜松市 地震対策消防水利整備事業等（７件） 設計・積算・監督等 
裾野市 岩波駅周辺整備事業（１件） 監督 
湖西市 水道工事（１件）及び下水道工事（１件） 設計書照査 

 
４ 住宅担当関連業務 
 (1) 高齢者生活支援事業の推進 
   ・「集会所を活用した居場所づくり（高齢者ふれあい講座等）」の開催（15 回） 

・市町の見守り支援策及び IoT を活用した見守り支援の情報提供 
 (2) 外国人入居者支援事業の推進 

・ポルトガル語通訳職員の事務所への配置による入居者支援、通訳・翻訳支援 
・訪問サポートサービス（３団地） 
・外国人向け防災講座の実施（県営佐鳴湖団地） 

 -1-



Ⅰ資産の部
１流動資産

普通預金 32,598,354 39,676,261 ▲ 7,077,907
未収金 33,100,386 29,660,400 3,439,986
前払金 1,040,435 2,126,339 ▲ 1,085,904
前払費用 250,598 0 250,598

流動資産　計 66,989,773 71,463,000 ▲ 4,473,227
２固定資産

基本財産 0 0 0
特定資産 0 0 0
その他固定資産 29,404,405 1,154,826 28,249,579

什器備品 10,601,644 4,223,318 6,378,326
減価償却累計額 ▲ 4,511,700 ▲ 3,078,492 ▲ 1,433,208
出資金 10,000 10,000 0
その他の無形固定資産 1,559,249 0 1,559,249
敷金 35,000 0 35,000
長期前払費用 1,710,212 0 1,710,212
投資有価証券 20,000,000 0 20,000,000

固定資産　計 29,404,405 1,154,826 28,249,579

資　産　合　計 96,394,178 72,617,826 23,776,352
Ⅱ負債の部

１流動負債
未払金 26,345,104 12,187,170 14,157,934
未払法人税等 2,759,600 1,741,100 1,018,500
未払消費税等 2,000,300 1,877,600 122,700
預り金 166,200 334,600 ▲ 168,400

流動負債　計 31,271,204 16,140,470 15,130,734

負　債　合　計 31,271,204 16,140,470 15,130,734
Ⅲ正味財産の部

１指定正味財産 0 0 0
（うち基本財産への充当額） (0) (0) (0)
（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0)

２一般正味財産 65,122,974 56,477,356 8,645,618
（うち基本財産への充当額） (0) (0) (0)
（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0)

正味財産合計 65,122,974 56,477,356 8,645,618

負債及び正味財産合計 96,394,178 72,617,826 23,776,352

貸　借　対　照　表
（令和8年3月31日現在）

（単位：円）

科目 当年度 前年度 増　減
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Ⅰ　一般正味財産増減額

１経常増減の部

(1)経常収益

事業収益 117,070,000 101,222,800 15,847,200

受託事業収益 114,264,651 98,529,141 15,735,510

センター事業収益 46,000 0 46,000

受取負担金 2,759,349 2,693,659 65,690

雑収益 272,199 29,220 242,979

受取利息 254,599 25,020 229,579

雑収益 17,600 4,200 13,400

経常収益　計 117,342,199 101,252,020 16,090,179

(2)経常費用

事業費 103,280,344 89,658,088 13,622,256

給料手当 67,351,519 60,889,330 6,462,189

臨時雇賃金 0 2,133,189 ▲ 2,133,189

福利厚生費 11,190,184 10,700,349 489,835

報酬 396,000 0 396,000

旅費交通費 963,565 917,476 46,089

通信運搬費 837,499 835,366 2,133

減価償却費 1,491,121 683,897 807,224

消耗品費 888,556 527,374 361,182

新聞図書費 39,910 54,700 ▲ 14,790

修繕費 204,518 0 204,518

印刷製本費 288,610 207,204 81,406

光熱水料費 103,564 75,238 28,326

燃料費 382,245 339,041 43,204

賃借料 7,656,996 3,752,710 3,904,286

保険料 102,340 100,000 2,340

電算維持費 2,476,097 113,931 2,362,166

諸謝金 527,430 110,210 417,220

租税公課 8,166,560 8,143,553 23,007

雑費 213,630 74,520 139,110

管理費 2,656,637 2,571,897 84,740

給料手当 411,552 405,222 6,330

福利厚生費 66,825 141,313 ▲ 74,488

報酬 590,500 596,600 ▲ 6,100

会議費 29,250 28,600 650

旅費交通費 15,935 15,148 787

通信運搬費 347,609 359,480 ▲ 11,871

減価償却費 115,336 109,862 5,474

消耗品費 111,656 150,484 ▲ 38,828

印刷製本費 180,820 130,910 49,910

賃借料 118,140 118,140 0

電算維持費 328,368 211,521 116,847

諸謝金 0 27,570 ▲ 27,570

租税公課 135,276 118,497 16,779

諸会費 34,000 34,000 0

宣伝広告費 111,100 67,100 44,000

雑費 60,270 57,450 2,820

経常費用　計 105,936,981 92,229,985 13,706,996

当期経常増減額 11,405,218 9,022,035 2,383,183

２経常外増減の部

(1)経常外収益 0 0 0

(2)経常外費用 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 11,405,218 9,022,035 2,383,183

法人税、住民税及び事業税 2,759,600 1,742,500 1,017,100

当期一般正味財産増減額 8,645,618 7,279,535 1,366,083

一般正味財産期首残高 56,477,356 49,197,821 7,279,535

一般正味財産期末残高 65,122,974 56,477,356 8,645,618

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 65,122,974 56,477,356 8,645,618

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

（単位：円）

科目 当年度 増　減前年度
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Ⅰ　一般正味財産増減額
１経常増減の部

(1)経常収益
事業収益 114,310,651 2,759,349 0 117,070,000

受託事業収益 114,264,651 0 114,264,651
センター事業収益 46,000 0 46,000
受取負担金 0 2,759,349 0 2,759,349

雑収益 0 272,199 0 272,199
受取利息 0 254,599 0 254,599
雑収益 0 17,600 0 17,600

経常収益　計 114,310,651 3,031,548 0 117,342,199
(2)経常費用

事業費 103,280,344 0 0 103,280,344
給料手当 67,351,519 0 67,351,519
臨時雇賃金 0 0 0
福利厚生費 11,190,184 0 11,190,184
報酬 396,000 0 396,000
旅費交通費 963,565 0 963,565
通信運搬費 837,499 0 837,499
減価償却費 1,491,121 0 1,491,121
消耗品費 888,556 0 888,556
新聞図書費 39,910 0 39,910
修繕費 204,518 0 204,518
印刷製本費 288,610 0 288,610
光熱水料費 103,564 0 103,564
燃料費 382,245 0 382,245
賃借料 7,656,996 0 7,656,996
保険料 102,340 0 102,340
電算維持費 2,476,097 0 2,476,097
諸謝金 527,430 0 527,430
租税公課 8,166,560 0 8,166,560
雑費 213,630 0 213,630

管理費 0 2,656,637 0 2,656,637
給料手当 0 411,552 0 411,552
福利厚生費 0 66,825 0 66,825
報酬 0 590,500 0 590,500
会議費 0 29,250 0 29,250
旅費交通費 0 15,935 0 15,935
通信運搬費 0 347,609 0 347,609
減価償却費 0 115,336 0 115,336
消耗品費 0 111,656 0 111,656
印刷製本費 0 180,820 0 180,820
賃借料 0 118,140 0 118,140
電算維持費 0 328,368 0 328,368
諸謝金 0 0 0 0
租税公課 0 135,276 0 135,276
諸会費 0 34,000 0 34,000
宣伝広告費 0 111,100 0 111,100
雑費 0 60,270 0 60,270

経常費用　計 103,280,344 2,656,637 0 105,936,981

当期経常増減額 11,030,307 374,911 0 11,405,218
２経常外増減の部

(1)経常外収益 0 0 0 0
(2)経常外費用 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 11,030,307 374,911 0 11,405,218
法人税、住民税及び事業税 2,638,600 121,000 0 2,759,600
当期一般正味財産増減額 8,391,707 253,911 0 8,645,618
一般正味財産期首残高 56,428,981 48,375 0 56,477,356
一般正味財産期末残高 64,820,688 302,286 0 65,122,974

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 64,820,688 302,286 0 65,122,974

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

（単位：円）

科目 法人会計
内部取引

消去 合　計実施事業等会計
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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 
１．継続事業の前提に関する注記 

該当なし 
２．重要な会計方針 
 (1)有価証券の評価基準及び評価方法 
  償却原価法によっている、 
 (2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 
  該当なし 
 (3)固定資産の減価償却の方法 
  定額法 
 (4)引当金の計上基準 
  該当なし 
 (5)消費税等の会計処理 
  消費税の会計処理は、税込方式によっている。 
３．会計方針の変更 

該当なし 
４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

該当なし 
５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

該当なし 
６．固定資産（基本財産及び特定資産を除く）の増減明細 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

什器備品 1,144,826 6,378,326 1,433,208 6,089,944 

その他の無形固定資産 0 1,732,498 173,249 1,559,249 

投資有価証券 0 20,000,000 0 20,000,000 

合計 1,144,826 28,110,824 1,606,457 27,649,193 

 
７．担保に供している資産 

該当なし 
８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 
  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 
                                      （単位：円） 

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什器備品 10,601,644 4,511,700 6,089,944 

その他の無形固定資産（ライセンス） 1,732,498 173,249 1,559,249 

合計 12,334,142 4,684,949 7,649,193 

 
９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務 

該当なし 
１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。 
                            （単位：円） 

種類 帳簿価額 時価 評価損益 

地方債 20,000,000 19,456,000 △544,000 
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１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 
該当なし 

１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 
該当なし 

１３．関連当事者との取引の内容 
該当なし 

１４．重要な後発事象 
該当なし 
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